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１ 現状等及び検討の視点 

（１）市立幼稚園の現状等 

検討会では、市立幼稚園の現状や計画・再編等の経緯、市立幼稚園のこれまでの役割に

基づく取組状況などを踏まえて検討を行った。 

 

①市立幼稚園の概要 

・市立幼稚園の園児数状況 

 

 

 

 

 
 
 
 

・市立幼稚園の運営概要 

 

 

 

 

 

 

 



4 

 

②これまでの計画・再編等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 神戸市幼児教育調査会報告（S43.3） 
    ①５歳児全員就園（市立幼稚園での１年保育） ②園区の設定 

③公私格差の是正（就園奨励助成金の創設） 
 

２ 神戸市幼児教育調査会報告（S57.3） 
    ①２年保育は主として私立幼稚園にゆだねる ②過疎幼稚園の整理統合 ③園区の見直し 
 

３ 神戸市幼稚園教育振興検討委員会報告（H7.7） 
    ①市立幼稚園のあり方・役割 
     ・４歳児全員就園のため２年保育の実施 
    ②２年保育実施のための環境整備 
     ・４歳児定員の設定 ・市立幼稚園の統廃合 ・園区制度の見直し 

   ・就園奨励助成金の引き上げ ・私学助成の充実 等 
 

４ 神戸市立学校園のあり方懇話会報告（H22.4） 
    ①地域の幼児教育のセンター機能 ②統合保育 ③３歳児保育の研究実施 

④園区制度の見直し ⑤幼保小の連携推進 
   ⑥幼稚園教育の中長期的な取り組み 

     ・統廃合による適正規模での教育の実施 
     ・保育所への機能転換、幼保連携による空き教室の有効利用 
   

５ 子ども・子育て支援新制度実施後の神戸市立幼稚園のあり方（H27.6 ※H27.11 変更） 
    ①市立幼稚園の役割 
     ・幼児期における特別支援教育の充実 ・西北神等での就園の確保 
     ・質の高い幼児期の教育の実践及び発信 
    ②市立幼稚園の再編 
     ・市街地において適正規模に向けての統廃合、３歳児保育実施園の一部拡大 
 

６ 第３期神戸市教育振興基本計画（令和２～５年度） 
重点事業５ 人格形成の基礎となる幼児教育の質の向上（主な取組） 

     ①幼稚園教育要領に基づく教育の充実並びに公私幼保の教育の質の向上に寄与する研究•発信  
②公私幼保における幼児期の教育と小学校教育との連携．接続の推進 
③幼児期における特別支援教育の充実 ④市立幼稚園における幼児教育のあり方検討 
⑤認定こども園の増加等を踏まえた幼児教育の質充実の推進 
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③市立幼稚園の役割に基づく取組状況 

（「子ども・子育て支援新制度実施後の神戸市立幼稚園のあり方」における役割） 

 

【１ 幼児期における特別支援教育の充実】 

 

○特別支援教育にかかる配慮を要する児童の入園受け入れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○通級指導教室の設置 

○インクルーシブ教育推進相談員の配置 

○幼稚園新規採用教員研修の実施 
 
 

【２ 西北神等（私立幼稚園では経営の成り立たない地域）での就園の確保】 
 

○平成 27 年度の再編方針において私立幼稚園による就園機会が市街地ほど確保でき 

ないことから当面の間存続するとした園等の周辺状況 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                                 （Google My Maps 地図データ©2022） 
  

   ：市立幼稚園                        ：私立幼保連携型認定こども園 
 

：私立幼稚園・幼稚園型認定こども園 
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（Google My Maps 地図データ©2022） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（Google My Maps 地図データ©2022） 
 

    ：市立幼稚園                       ：私立幼保連携型認定こども園 
 

：私立幼稚園・幼稚園型認定こども園 
 

 

※平成 27 年度からの「子ども・子育て支援新制度」により、私立幼保連携型認定

こども園の設置が進み、１号認定子どもの受け入れ先が増加している。 
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【３ 質の高い幼児期の教育の実践及び発信】 

    

①幼児教育に関する調査研究の推進・成果の発信 

   ・文部科学省主催「幼児教育の理解・発展推進事業」 

 

②教育実践及び公開保育の実施、公私幼保が合同した研修の充実 

・保育公開・実践研究発表・グループ協議など 

・指導資料の共有 

・公私幼保での合同した研修 

 

③適正規模での保育の提供及び 3 歳児保育の実施 

・複数クラスある学年のある園の数 

 

 

 

 

 

・３年保育の実施（32 園中９園） 
 

      平成 23 年度～ 港島、長尾、岩岡 

      平成 30 年度～ 御影、淡河好徳、名谷きぼうの丘 

      令和元年度～ 神戸、兵庫くすのき、玉津第二 
 

（２）検討の視点 

検討会では、少子化の進行や保育ニーズ・認定こども園の増加等、以下の視点を踏まえ

て検討を行った。 

①少子化の進行 

  神戸市の将来推計人口は、少子高齢化がさらに進行し、15 歳未満人口は、2015 年の

18.6 万人から 2060 年には 10.3 万人に減少するとされている。 
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②保育ニーズ・認定こども園の増加 

神戸市の３歳から５歳における認定こども園・幼稚園・保育所（園）の利用は、保育所

等での２号子どもとしての利用が増加し、幼稚園等での１号子どもとしての利用が大きく

減少している。なお、平成 27 年度の制度改正に伴い幼保連携型認定こども園を利用する

子どもの割合が大きくなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③施設類型を問わない幼児教育の質の保障 

幼保小の架け橋プログラムの推進等により、全国的に認定こども園・幼稚園・保育所（園）

の施設類型に関わらない幼児教育の質の保障が進められている。 
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④特別な教育的支援を必要とする幼児の教育機会の確保 

児童発達支援事業の利用児童の増加に伴い、当事業の利用児童が併行通園・移行する認

定こども園・幼稚園・保育所（園）においても、きめ細かな対応が一層必要になると見込

まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤子どもの生活実態を踏まえた教育の機会確保と子育て支援の重要性 

神戸市全体で幼児教育・保育の機会確保や子育て支援を進めている中で、特に支援を必

要とするような精神状態が不安定な状況にある保護者は、収入が少ない子育て世帯におい

て相対的に多い状況にある。 
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２ 今後の幼児教育・保育における市立幼稚園のあり方 

 検討会では、各委員がそれぞれの見識等に基づいて意見交換を行い、活発な議論を行った。 

意見のまとめは以下のとおりである。 

 

（１）再編・統合による集団保育の確保、少子化への対応 

○園児数が一桁の園があるなど、集団による効果的な幼児教育を行うことが難しい状況

となっている園が複数ある状況を踏まえ、過去の再編・統合における集団規模の考え

も参考としながら、集団保育を確保し、教育の質の維持・向上を図るため、まずは園

児数が概ね 20 名に満たないような幼稚園について再編・統合することを検討する必

要がある。 

 

○次に、就学前児童の減少や、比較的長時間の保育ニーズが増加している状況を踏まえ、

集団規模が一定程度ある園の今後についても、神戸市子ども・子育て支援事業計画に

おける量の見込み（利用ニーズの推計）も参考にしながら、再編・統合することを検

討する必要がある。 

 

○また、後述する拠点としてのバックアップやスーパーバイズ的な役割（（２）①）を

踏まえ、再編・統合については概ね行政区単位の集約化を見据えて進めていくべきで

ある。 

 

○なお、園児数が寡少である園も閉園はせず、拠点となる園に送迎することによって集

団保育を提供すべきとする意見もあった。一方で、小規模な園の維持や送迎に要する

費用面の課題を指摘する意見もあった。 

 

（２）公立としての機能・役割 

①拠点としての機能 

○全市の幼児教育・保育の推進に向けて、市立幼稚園は公・私立の教育・保育施設のバ

ックアップやスーパーバイズ的な役割を担うべきである。 
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○まず、市立幼稚園では幼稚園教育要領に基づくスタンダードな教育を実践しながら、

公・私立の教育・保育施設の保育者が合同で研修できる機会を提供するなど、全市の

教育・保育の質向上に寄与する取り組みをさらに進めることが重要である。 

 

○また、障害の有無に関わらずすべての幼児が、地域の公・私立の教育・保育施設で充

実した教育・保育を受けられるよう、市立幼稚園を拠点とした相談・支援や巡回助言

など、特別支援教育を中心とした教育・保育施設及び当該施設に通園する園児への支

援の充実を進めていく必要がある。 

併せて、幼児を対象とした通級指導の今後についても検討すべきである。 

   

○さらには、養育環境上の課題を抱える幼児や外国籍の幼児も含め、地域の公・私立の

教育・保育施設を利用する幼児等が、円滑に市立小学校等に就学できるよう、市立幼

稚園を核とした幼保小接続に取り組むことが重要である。 

 

○これらの拠点機能を構築するにあたっては、再編・統合に併せ、人員・資源等を有効

に活用して、拠点としての機能を実効性のあるものに整備することが重要である。 

 

○なお、拠点の役割として、未就園の子育て家庭を支援する重要性についても意見があ

った。一方で、子育て支援事業は市立幼稚園に限らず市内の公・私立の教育・保育施

設や児童館で幅広く取り組まれており、一概に拠点としての役割として捉えるもので

はないとの意見もあった。 

  

②教育機会の保障面の役割 

○支援が必要な幼児の教育機会確保は、すべての公・私立の教育・保育施設で担うもの

だが、現時点においては、市立幼稚園が受け皿としての役割を担っている面があり、

引き続き、障害の有無に関わらず集団生活の中で一人一人の発達を促す統合保育を推

進することが重要である。 
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○なお、支援が必要な幼児に対する取り組みにおいて、市長部局・各区役所とこれまで

以上に連携することも必要と考えられる。 

 

○また、市立幼稚園の通園区域（園区）は、交通安全上の配慮から設定されたものだが、

送迎事情は設定当時の状況から変化しており、保護者の希望に応じて通園先を選択で

きるよう、見直しについて検討する必要がある。 

 

○３年保育については、公・私立の教育・保育施設全体での機会を保障することを前提

としつつ、前述の受け皿としての役割、学び・育ちにおける意義、少子化の状況など

を踏まえた上で総合的な検討が必要である。それには、行政区ごとの状況や前述の園

区も含めて検討する必要がある。 

 

（３）長期的観点からの市立幼稚園のあり方 

○集団保育を維持するため市立幼稚園の再編・統合を行いつつ、地域によっては公立施

設の１号認定子どもの受け皿を確保する観点から、市立保育所との一体での対応（公

立認定こども園等）が必要な場合もあると考えられる。 

   

  ○本市の幼児教育・保育において、市立幼稚園のみ教育委員会が所管している現状であ

るが、幼児教育・保育の一体的な施策遂行のためには、市立幼稚園についても市長部

局において一元的に所管し、取り組みを一層推進していくことが必要であると考えら

れる。 

 

 


